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１ ．は じ め に

　中国の GDP統計に対する中国内外の批判が最近目に付く．特に日本で刊行される一般向けの中

国経済本の多くは，中国の GDP統計はウソで塗り固められているとし，実態は公式統計数値を大

幅に下回ると主張している．中国経済の専門家や銀行調査部の中国経済リポートは必ずしもそう

した軽はずみな主張はしていないものの，一般向けの中国経済本の多くが中国の国家統計に対す

る批判に集中していることからそれに感化される読者も少なくないと思われる．経済学の理論・

歴史・実証をまともに研究したことがなく，中国の諸統計を詳細に検討したこともなく，中国語

文献や英語文献にまともに目を通したこともない著者や読者が，平気で中国統計を批判する日本

の現状は異常である１）．

　本稿では，中国の GDP統計に対する一般的な批判を整理し，それぞれについて検討を加える．

結論を先取りして言えば，どの批判も的を外れ，理論的・歴史的・制度的・実証的基礎を欠くも

のでしかないということである．ただし，この結論が意味することは，中国の GDP統計が全面的

に信頼できるということではない．本稿の主題は，「中国の GDP統計は適切か」ではなくて，「中
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中国の GDP統計に対する批判は適切か＊

＊　本稿は，拙稿（谷口，２₀１４ａ，２₀１４ｄ，２₀１₅ａ，２₀１₅ｂ，２₀１₆ｂ）および学会等での発表（谷口，２₀１₆ａ，
２₀１₆ｃ）をベースにまとめたものである．特に，日本経済政策学会関東部会研究会報告（２₀１₆年 １ 月２３
日）に対して多数の質問とコメントをお寄せいただいた法政大学の林直嗣教授に感謝申し上げます．

１）　中国経済の現状を少しでも理解しようという気持ちがあるならば，毎年 ₈月頃に刊行される IMFの中
国経済分析には最低限目を通すべきだ．こうした文献に目を通していれば，中国経済崩壊を安直に語る
ことはできないはずである．研究不足・勉強不足は著者や読者だけでなく，マスメディアについても該
当する．経済系の新聞においても，どの記者・特派員が書いたかによって相当の偏りがあると私は考え
ている．
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国の GDP統計に対する批判は適切か」である．中国の GDP統計に対する批判を検討すること

で，より適切な中国経済の変化や実態に迫ることができるということが本稿の主張である２）．

２ ．中国の GDP統計に対する批判点

　日本や欧米のマスメディアだけでなく中国国内でも，中国の GDP統計に対する疑念の声があ

がっている．その疑念や批判点には，以下のようなものがある３）．

　第 １は，中国政府が発表する成長率の変動幅が小さく，政府目標に限りなく近い数値になって

いるのは不自然で作為的であるという批判である（たとえば，日本経済新聞２₀１₅年 ₉ 月１₈日掲載記

事）．２₀１₆年 １ 月１₉日に中華人民共和国国家統計局（以下では国家統計局と略す）が２₀１₅年度４）の実

質 GDP成長率を前年比₆.₉％と発表したとき，これを含めた最近の GDP変動幅があまりにも狭い

範囲にとどまり，目標の₇.₀％に近すぎることを疑問視する声がある₅）．

　第 ２は，これに関連して，昨年度の数値が新年度早々の ３週間以内に公表されるのはあまりに

も早すぎて不自然だという批判もある．様々な集計作業や推計作業が必要であり，一定期間，た

とえば数カ月の経過が最低限必要だという訳である．

　第 ３は，省レベルの地区₆）GDPの集計が中国全体の GDPをかなり上回っているという批判であ

る（日本経済新聞，同上）．省レベルの地区 GDPは各地区の省政府統計局が作成し，全体の GDP

は国家統計局が作成する．各地区の共産党・政府トップの業績は成長率の高さで評価されるため

に，GDPの数値を水増ししようという誘因が強く働く結果，各地区の合計値が全体の数値を大き

く上回るという訳である．

　第 ４は，中国経済を支える主要エネルギーは石炭であり，その石炭の生産や販売が減少してい

るのに成長率が ₇ ％近いというのは不自然だという批判である（石，２₀１４）．類似の批判に，産業

活動を支える電力消費量の伸び率が低いのに実質 GDP成長率がそれと比べて非常に高いのは不自

然だという批判もある（野口，２₀₀₉）．

２）　中国の GDP統計に対する批判に対して，本稿とは異なる観点からの反論として，たとえば趙（２₀₀２）
がある．

３）　本稿では，参考文献や論文・著作への言及がなく，データ出所が明記されず，他者の文章や図表を無
断コピーして中国批判を展開する類の文献は論評に値しないので取り上げない．

４）　中国の会計年度は暦年（ １月～１２月）と同じである．そのためＸ年の数値とＸ年度の数値は一致する．
₅）　日本のネット上には，マスメディア系を含めて，以下で検討するような考察も分析もなしに，不自然，
人為的，不正操作と決めつけるものが多い．もちろん，批判的な議論の中には説得的なものもいくつか
含まれている（三浦，２₀１３など）．

₆）　以下では，中国大陸の３１の省級行政区画を指す場合には「地区」，全体を幾つかに分ける場合には「地
域」と表記する．
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　第 ₅は，多くの経営者，特に外資系企業の経営者やアナリストの実感で捉えた中国の実質 GDP

成長率は政府公表の数値よりかなり小さいという批判である．たとえば，産経新聞の２₀１₅年１₀月

₅ 日の記事によれば，ロイター通信が行った多国籍企業幹部への取材において約 ₇割（１３人中の ₉

人）が「実感は ３～ ₅％成長」であり，政府発表の ₇％を下回ると回答したという．

　第 ₆は，輸出や自動車販売が不調なのに実質 GDP成長率が ₇％近いというのは不自然だという

批判である．たとえば，産経新聞の２₀１₅年１₀月 ₅ 日の記事は，２₀１₅年 ₇ 月・ ₈ 月には ２カ月連続

で輸出（前年同月比）がマイナス，輸入も（２₀１₅年 ₈ 月まで）１₀カ月連続のマイナス，さらに新車

販売台数は ４～ ₈月の ₅カ月連続でマイナスであり，こうした脆弱さから実質 GDPの ₇％成長は

不可能だとしている．

　第 ₇は，中国首相（国務院総理）の李克強氏が「遼寧省党書記時代（２₀₀４年１２月～２₀₀₇年１₀月）の

２₀₀₇年 ３ 月１２日に，駐中米国大使 Clark Randt氏とのディナーの席上で，遼寧省の経済成長の速

度を評価するには電力消費量，鉄道貨物輸送量，銀行融資の ３指標が適切であり，その他の指標，

とりわけ GDP統計は参考程度にすぎないと述べた₇）」（谷口，２₀１₅a ）とされることを根拠に，中

国の GDP統計は中国のトップすら疑念を持つもので信用できない，それよりは「電力消費量，鉄

道貨物輸送量，銀行融資」の ３指標のほうがマシだという批判である．

　以下では，これらの批判点を順に検討する．

３．各批判点の検討

（ １）　成長率の変動幅が小さく，政府目標に近いのは不自然であるという批判

　実質 GDP成長率に関する中国と日米の表示の仕方には違いがある．四半期（季節調整済）の実

質 GDP成長率を発表する場合，中国では前年同期比で示すのに対し，日米では年率換算の前期比

で示すのが一般的である．たとえば，２₀１₆年 ₈ 月１₅日に発表された内閣府経済社会総合研究所国

民経済計算部「２₀１₆（平成２₈）年 ４ ～ ₆ 月期四半期別 GDP速報（ １次速報値）」では，四半期別の

GDP成長率が「季節調整済前期比」として表示されている．ただし，季節調整済でなく原系列の

場合には，四半期別の GDP成長率は前年同期比として表示される．２₀１₆年 ₈ 月２₆日に発表された

米国商務省経済分析局の２₀１₆年第 ２四半期統計でも，GDP成長率は前期比（季節調整済，年率換算）

₇）　WikiLeaksによれば，李氏は以下のように語ったとされる．「GDPの数値は『人為的（man-made）』
であり，だから信頼できない．遼寧経済を評価する場合，彼は ３つの数値を重視する． １）電力消費，
遼寧では昨年１₀％増． ２）鉄道貨物輸送量，これは運賃が重量ベースで課金されるためにかなり正確で
ある． ３）銀行融資額，これも手数料が課されることを前提とすれば正確なものとなりやすい．これら
の ３つの数値を見ることで，経済成長のスピードを比較的正確に測定できると李氏は述べた．これ以外
のすべての数値，特に GDP統計は『参照用』にすぎないと彼は笑いながら言った」．
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で表示されている．

　これに対し，国家統計局がプレス向けに最新 GDP成長率を発表する場合には前年同期比で示さ

れる．ただし，四半期別 GDP成長率の速報値（「初歩核算結果」と呼ばれる）を示す文書では，

２₀１１年第 １ 四半期から，前年同期比に加えて前期比も同時に示されるようになった．この場合の

前期比は季節調整済だが，表記は年率換算ではない．ただし，前期比の数値があれば年率換算の

計算は簡単にできるので問題はない．

　図 １では，国家統計局が公表する四半期別実質 GDP成長率について，前年同期比と前期比（年

率換算）の動向を示した．図 １より，前年同期比の変動幅が非常に小さいのに対し，前期比の変動

幅は比較的大きい．したがって，国家統計局が発表する四半期別成長率が前年同期比でなく，日

米のような前期比であれば，変動幅がある程度大きくなる．逆に，図 ２に示されるように，日米

に関しても，前期比でなく前年同期比で四半期別成長率を表示した場合には，変動幅がかなり小

さくなる．

　このように，中国の実質 GDP成長率の変動幅が非常に小さいという疑問は，日米と同じ前期比

で見ればある程度の変動が確認され，不自然さもある程度緩和されるのである．しかし，最近の

中国の四半期別実質 GDP成長率が政府目標に極めて近いという疑問に対してはどうか．

　中国の ₅カ年計画では，実質 GDPの年平均成長率が，拘束力を伴わない「予期性」目標として

設定される．最新の第１３次 ₅ カ年計画（２₀１₆～２₀２₀年）では，年平均実質 GDP成長率を₆.₅％以上

としている．

　これに対し，毎年 ３月に開催される全国人民代表大会（全人代）における首相（国務院総理）に
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図 １　中国の四半期別経済成長率（前年同期比と前期比）

　（注）２₀１１年第 １四半期～２₀１₆年第 ２四半期．
（出所） 国家統計局「統計数据」「２₀１₆年 ２ 季度和全年我国 GDP

初歩核算結果」２₀１₆年 ₇ 月１₆日より作成．
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よる政府活動報告では，当該年度の目標成長率が明示される．２₀１₆年 ３ 月の全人代において，李

克強首相は２₀１₆年度の目標成長率を₆.₅～ ₇ ％とすると述べた．そして，この目標成長率が「雇用

の確保と民生の改善」に資するとした．ここから，当該年度の目標成長率は予期性ではなく，拘

束力を伴った「約束性」に近いものと考えられる．

　そうであれば，四半期毎に発表される GDP成長率を見ながら，目標成長率達成が難しいと予想

されるときは景気刺激を行い，逆に超過達成が見込まれる場合には景気過熱を抑え，構造改革の

推進によって成長率の多少の鈍化を容認することになる．その結果，実際の成長率は目標成長率

に近いものとなる．つまり，需給調整を中心とするマクロ経済管理政策の実施が，実績値が目標

値に近づくという結果をもたらしたと考えられる．

　もちろん，マクロ経済のテクノクラート的管理が難しいことは１₉₆₀年代以降の先進国経済の事

例が教えるとおりである．その意味で，中国のマクロ経済管理が意図したとおりに進むと考える

のは楽観的すぎる．中国のマクロ経済管理とその効果に関する詳細な分析は，今後の課題である₈）．
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図 ２　日米の四半期別経済成長率（前年同期比と前期比）
（ａ）日　本 （ｂ）米　国

　（注）２₀１１年第 １四半期～２₀１₆年第 ２四半期．前年同期比と前期比は季節調整済で計算．
（出所） 内閣府経済社会総合研究所「２₀１₆年 ４－₆ 月期 １次速報値」，U.S.Department of Commerce, Bureau of Economic 

Analysis, National Economic Accounts, Aug. ２₇, ２₀１₆より作成．

₈）　中国政府のマクロ経済管理政策は，１₀年で経済規模を ２倍にするという１₀カ年倍増計画目標の設定と
深く関係していると私は考えている．実質 GDPの倍増目標については，１₉₈₀～２₀１₀年まではすべて超過
達成してきたが，中国経済の減速が現実化した現在， ₇ ％程度の成長率目標の達成ですら厳しい状況に
ある（谷口，２₀１４ｅ）．言いかえると，かつては「目標＜実績」であったが，近年は，妥協できるぎりぎ
りの目標が設定されているため，実績をこの目標に近づける，つまり「目標≒実績」とすることが重要
課題になっていると考えられる．
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（ ２）　前年度の数値が短期間に公表されるのは不自然であるという批判

　速報性が求められる GDPなどの経済統計では，速報値が最初に発表され，後に何度か数値が改

定されたあと，最終的に確報値が発表される．ただし，国民経済計算体系の見直しや国勢調査結

果の集計が行われた場合には，過去に遡って確報値の改定が行われる．これはどの国でも行って

いることであり，中国でも同様なことが行われてきた．統計データを精査したことがない人はこ

れを見て，データの人為的修正と誤解する可能性がある．

　中国の GDP統計に関しては，あまりにも早い数値の公表が疑念の対象となる．たとえば，中国

では，２₀１₅年度の GDPの速報値（初歩核算結果）は２₀１₆年 １ 月１₉日に発表され，２₀１₆年第 ２ 四半

期の速報値は２₀１₆年 ₇ 月１₅日に発表された．これに対し，日本では，２₀１₅年度（２₀１₅年 ４ 月～２₀１₆

年 ３ 月）の GDPの第 １次速報値は２₀１₆年 ₅ 月１₈日，２₀１₆年第 ２ 四半期の第 １次速報値は２₀１₆年 ₈

月１₅日に発表された．米国では，２₀１₅年の事前推定値（Advance Estimate）は２₀１₆年 １ 月２₉日，

２₀１₆年第 ２四半期の事前推定値は２₀１₆年 ₇ 月２₉日に発表された．

　このように，最初の速報値は，日本では １カ月半後，米国では約 ４週間後（ほぼ １カ月後）に発

表されるのに対し，中国では ２～ ３ 週間以内に発表される．ここから，統計技術において日米よ

り遅れているはずの中国が，日米よりも速いスピードで発表できるのはおかしいという批判が生

じることとなる．

　２₀１₀年 ₇ 月３₀日に国家統計局が公布した「季度 GDP核算和数据発布程序（四半期 GDP計算・

データ公表手続き）」によると，中国の四半期 GDPは，速報値（初歩核算），暫定確報値（初歩核

実），最終確報値（最終核実）の ３段階で発表される．速報値は進捗中の主要統計資料を基礎とし

て算出され，暫定確報値は各四半期速報値の基準化調整を経て算出され，最終確報値は各四半期

暫定確報値の基準化調整を経て算出される．また，速報値は，「四半期国民経済運行情況ニュース

発表会」で公布され，暫定確報値は年度の GDP暫定確報値発表後３₀日以内に完成の上，国家統計

局公告として発表，最終確報値は年度の GDP最終確報値発表後３₀日以内に完成の上，国家統計局

公告として発表される．

　さらに，四半期 GDP速報値の公表文書には「中国国内総生産四半期核算説明」が添付され，以

下のように説明されている．速報値は一般に四半期終了後約１₅日で作成し₉），四半期国民経済運行

情況ニュース発表会，国家統計局ウェブサイト，『中国経済景気月報』上で公布される．暫定確報

値は年度の GDP暫定確報値発表後４₅日以内に作成し，ウェブサイトと『中国経済景気月報』上で

公布される．最終確報値は年度の GDP最終確報値発表後４₅日以内に作成し，これもウェブサイト

と『中国経済景気月報』上で公布される．

₉）　２₀１４年までは，速報値は約２₀日後，暫定確報値は ₉月末までに，最終確報値は翌年 １月発表としてい
た．
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　２₀１₅年度の GDP速報値が年度終了１₉日目の２₀１₆年 １ 月１₉日に，２₀１₆年第 ２ 四半期の GDP速報

値が四半期終了１₅日目の２₀１₆年 ₇ 月１₅日に発表されたのは，こうした手続きに従った結果である

にすぎない．正確さを期すためにはもっと時間をかけることが望ましいとしても，国家統計局は，

できるだけ早く発表するという速報性がより重要であると判断したのである１₀）．

　しかし，速報性が重要であるとしても，後の改定過程で数値が大きく変化してしまうならば，

速報値に対する信頼が失われてしまう．そこで確報値は，速報値と比べてどれだけ変化するのか

を確認しよう．

　表 １は，国家統計局による２₀１₀年度以降の年度別 GDPデータの改定状況をまとめたものであ

る．表 １より，さらには例年 ２月に公表される『年度統計公報』， ₅月に刊行される『中国統計摘

要』，₉～１₀月に刊行される『中国統計年鑑』に掲載される数値を含めて，以下の特徴が見られる．

①　 速報値と暫定確報値は次年度の １月と ₉月に，最終確報値は翌年の １月に発表されるという

パターンがある（２₀１３年度分のデータ発表を除く）．

②　 １ 月発表の速報値は， ２月の『年度統計公報』と ₅月の『中国統計摘要』に掲載され， ₉月

発表の暫定確報値は ₉～１₀月の『中国統計年鑑』に掲載される．翌年 １月発表の最終確報値

は統計データの改定がない限り，その後も踏襲される．

③　 速報値と暫定確報値の変化幅はプラス₀.₈１％～マイナス₀.₀₇％，暫定確報値と最終確報値の変

化幅はプラス₀.１₀％～マイナス₀.₀４％，速報値と最終確報値の変化幅はプラス₀.₈₉％～マイナ

ス₀.₀₉％の範囲にある．

④　 ２₀１４年度の速報値と暫定確報値の差が比較的大きな部門は，第 ３次産業のうちの金融業とそ

の他サービス業，第 ２次産業のうちの工業と建築業である１１）．

⑤　 ２₀１３年１２月末に第 ３回全国経済国勢調査が実施されたことに伴い，２₀１４年 １ 月に２₀１３年度速

報値を公表後しばらくは改定が行われずに，同年１２月に調査結果を踏まえた２₀１３年度改定値

（速報値または暫定確報値という表現は使われなかった）が発表された．この改定によって２₀１３

年度の名目 GDPは速報値より３.３₇％増となった．その後，２₀１３年度以前の数値についても改

定作業が行われ，新しい数値は２₀１₅年 ２ 月の『年度統計公報』に掲載された１２）．

⑥　 ２₀１₆年 ₇ 月には研究開発支出の計算方法変更に伴い，１₉₅２年度以降２₀１₅年度までの名目 GDP

と実質 GDP成長率のデータを全面改定した１３）．これによって，２₀１₀年度以降の改定後の名目

１₀）　「中国国内総生産四半期核算説明」上でも，四半期速報値については速報性が強く要求されると説明さ
れている．

１１）　「国家統計局関于２₀１４年国内生産総値（GDP）初歩核実的公告」２₀１₅年 ₉ 月 ₇ 日による．
１２）　『中国統計摘要』に掲載された数値は以前の数値と比べ，２₀１₀年度分が１.₈４％，２₀１１年度分が２.３３％，
２₀１２年度分が２.₈２％の増加となった．

１３）　国家統計局「国家統計局関于改革研発支出核算方法修訂国内生産総値核算数据公告」２₀１₆年 ₇ 月 ₅ 日．
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表 １　国家統計局公表資料における中国の名目 GDP数値の変化

公表媒体 公表年月 ２₀１₀年度 ２₀１１年度 ２₀１２年度 ２₀１３年度 ２₀１４年度 ２₀１₅年度
速報値 ２₀１１年 １ 月 ３₉₇,₉₈３
暫定確報値 ２₀１１年 ₉ 月 ４₀１,２₀２
最終確報値 ２₀１２年 １ 月 ４₀１,₅１３
速報値 ２₀１２年 １ 月 ４₇１,₅₆４

暫定確報値 ２₀１２年 ₉ 月 ４₇２,₈₈２
最終確報値 ２₀１３年 １ 月 ４₇３,１₀４
速報値 ２₀１３年 １ 月 ₅１₉,３２２
暫定確報値 ２₀１３年 ₉ 月 ₅１₈,₉４２
最終確報値 ２₀１４年 １ 月 ₅１₉,４₇₀
速報値 ２₀１４年 １ 月 ₅₆₈,₈４₅
改定値 １ ２₀１４年１２月 ₅₈₈,₀１₉
速報値 ２₀１₅年 １ 月 ₆３₆,４₆３
公報 ２₀１₅年 ２ 月 ４₀₈,₉₀３ ４₈４,１２４ ₅３４,１２３ ₅₈₈,₀１₉ ₆３₆,４₆３

暫定確報値 ２₀１₅年 ₉ 月 ₆３₆,１３₉
最終確報値 ２₀１₆年 １ 月 ₆３₅,₉１₀
速報値 ２₀１₆年 １ 月 ₆₇₆,₇₀₈
改定値 ２ ２₀１₆年 ₇ 月 ４１３,₀３₀ ４₈₉,３₀１ ₅４₀,３₆₇ ₅₉₅,２４４ ₆４３,₉₇４ ₆₈₅,₅₀₆

　（注） 単位：億元．改定値は，通常の暫定確報値，最終確報値とは異なる時期に発表されたもので，改定値 １は２₀１３年末
実施の第 ３回全国経済国勢調査結果を踏まえた改定値，改定値 ２は研究開発支出の計算方法変更を踏まえた改定値．

（出所）国家統計局による報道資料より作成．

GDPは以前の数値と比べ１.₀１％～１.３₀％増加したが，実質 GDP成長率は₀.₀１～₀.１１ポイント

の増加にとどまった．

　以上より，国家統計局による GDPの公表や改定は手続きに従って実施されており，全国経済国

勢調査や計算方法の改革などによる改定を除けば，速報値から最終確報値に至るまでの変化は最

大でも₀.₉％以下となっている．２₀１４年度の実質 GDP成長率については，速報値は₇.４％であった

が，初期確報値と最終確報値は共に₇.３％であった．これに対して日本の場合には，四半期毎に ２

回の速報値が発表され，さらに確報値も発表される．その結果，GDPの数値も変化するが，変化

幅は非常に小さく，２₀１４年度名目 GDPの場合には₀.₀１％程度にとどまる．ここから，日本の GDP

データ（最初の速報値）公表が中国より約 １カ月遅れるのは，速報性以上に正確性を重視したため

と考えられる．

　このように，日中を比較すると，中国の改定幅が日本の改定幅より大きいのは，中国が日本よ

りも １カ月以上早く公表することのコストと考えられる．しかし，中国の改定幅，とりわけ実質

GDP成長率の改定幅は，現状分析・判断を誤らせるほど問題であるとは考えにくい．
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（ ３）　地方のGDP集計値が全体のGDPをかなり上回っているという批判

　中国全体の GDPは国家統計局によって作成され，各地区の GDPは各地区の統計局（たとえば，

広東省統計局，上海市統計局など）が中心となって作成される．そこで次に，各地区の GDPを積み

上げて行くと全体の GDPを上回るという矛盾が生じているという批判を取り上げよう．

　『中国統計年鑑２₀₀₅』に掲載された数値を見ると，奇妙なことに気付く．中国全体の２₀₀４年度の

実質 GDP成長率は₉.₅％であるのに対し，３１地区の実質成長率は，最高が内モンゴル自治区の

１₉.４％，最低が海南省の１₀.４％なのである．つまり，全体の成長率を下回る地区は １つもない．た

とえて言うと，クラスの英語の平均点が₇₀点なのに，クラスの中には₇₀点以下の者が一人もいな

いという矛盾である．

　２₀１₅年度の場合には全体の成長率が₆.₉％であるのに対し，３１地区のうち₇.₀％以上の成長の地区

は２４（最高は重慶市とチベット自治区の１１.₀％），₆.₉％成長の地区は ２（北京市と上海市），₆.₈％以下

の成長の地区は ₅（遼寧省３.₀％，山西省３.１％，黒竜江省₅.₇％，吉林省₆.₅％，河北省₆.₈％）であった

（『中国統計摘要２₀１₆』による）．２₀₀４年度の数値ほど極端ではないが，各地区の合計が全体を大幅に

上回るということは間違いない．

　図 ３の（ａ）は，各地方（各地区）の GDP合計が全体の GDPをどれだけ上回るかを示す．中

国の場合，各地区 GDPの合計が全体の GDPを上回るようになったのは２₀₀３年度からであり，

２₀₀２年度までは各地区の合計が全体を下回った．また，長期的には全体に比べて各地区の合計が

相対的に高い伸びを示しているが，２₀₀４年度以降，全体の GDPに対する各地区の GDP合計の超

過率は ４～ ₇ ％の範囲内となっている．これに対し，日本の国内総生産に対する県内総生産合計

の超過率を見ると， ３～ ₆％の範囲内にあり，２₀１１年度以降は ₅％台となっている．

　この単純な考察から，地方の合計が全体を上回るのは中国だけの現象ではなく，日本でも普通

に見られる現象である．また，全体に対する地方の合計の超過率を見ると，最近では中国と日本

の差は小さく，かなり似た状況となっている．したがって，地方の合計が全体を上回ることを

もって中国の矛盾と見るのは適切でないし，中国では全体に対する地方の合計の超過率が常にプ

ラスで，しかも徐々に大きくなっているというのは，２₀₀₅年度以降で見る限り，事実に反する．

　なお，ここでの問題は，GDPデータの水増しがあるかどうかに関するものであり，この問題と

成長率の水増し問題とは区別される必要がある．図 ３の（ｂ）は，地方の名目 GDP合計の成長率

と全体の名目 GDP成長率の差（％ポイント）を示したものである．図より，各地区の名目 GDP

合計の成長率が全体の名目 GDP成長率より大きい年度もあれば小さい年度もある．しかも， ３％

ポイント大きい年度もあれば， ３ ％ポイント小さい年度もある．同様に，日本の場合にも，都道

府県の名目県内総生産合計の成長率が全体の名目 GDP成長率より ２ ％ポイント大きい年度（２₀１１

年度）もあれば₀.₇％ポイント小さい年度（２₀₀₉年度）もある．このように，名目水準の差だけでな

く，名目成長率の差においても，中国での現象が日本にも妥当することが判明するのである．
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（ ４）　石炭生産や電力消費の伸びが低いのに高成長なのは不自然であるという批判

　経済成長・経済発展にとってエネルギー資源の存在は欠かせない．中国では，エネルギー資源

の主力は石炭であり，エネルギー生産・消費の ₇割前後を占めてきた．エネルギー総生産量（標準

炭換算）に占める原炭の比率は，１₉₉₀年度₇４.２％，２₀₀₀年度₇２.₉％，２₀１₅年度₇２.１％と推移し，改

革開放以降，この数値が₇₀％を割ったことがない．一方，エネルギー総消費量に占める石炭の比

率は，１₉₉₀年度₇₆.２％，２₀₀₀年度₆₈.₅％，２₀１₅年度₆４.₀％と長期的に低下しているが，今も₆₀％超

を占めている．

　中国は，世界最大の石炭生産国である．国際エネルギー機関（IEA）の資料によると１４），２₀１₅年

（推定値）における中国の石炭生産量は３₅.３億トンで，世界全体₇₇.１億トンの４₅.₈％を占める．中国

の石炭生産量は減少傾向にあり，２₀１３年から２₀１₅年の間に２.２億トン，₅.₉％減少した．ただし，こ

の間に世界全体の石炭生産量も２.₇億トン，３.３％減少した．中国では，石炭の生産量だけでなく消

費量も減少傾向にある．２₀１₅年の石炭消費量は２₇.₉億トンで，前年比１.₀億トン減，３.３％減となった．

なお，中国は，２₀１４年までは世界最大の石炭輸入国であったが，２₀１₅年はインドの２.２億トンに次

いで第 ２位の２.₀億トンとなった．この輸入量は，２₀１３年の３.３億トンと比べ１.２億トン，３₇.₆％の減

少である．
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図 ３　地方（地区）の名目 GDP合計と全体の名目 GDPの比較
（ａ）水準の差（全体の名目 GDP＝１₀₀） （ｂ）成長率の差（％ポイント）

　（注） 中国の名目 GDPは，２₀１₆年 ₇ 月改定後の数値．日本は名目県内総生産の合計と全体の名目 GDPを比較．中国の年
度は １～１２月，日本の年度は ４～ ３ 月．（ａ）は，地方の合計÷全体×１₀₀．（ｂ）は，地方の成長率－全体の成長
率．

（出所） 国家統計局「統計数据」，『中国統計摘要２₀１₆』，「国家統計局関于改革研発支出核算方法修訂国内生産総値核算数据
的公告」２₀１₆年 ₇ 月 ₅ 日；内閣府経済社会総合研究所「県民経済計算（₉３SNA，平成１₇年基準計数）」，「国民経済計
算確報（２₀₀₅年基準・₉３SNA）」より作成．

１４）　IEA, Key Coal Trends: Excerpt from Coal Information, ２₀１₆.
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　このように，中国経済における石炭の比重は今でも他のエネルギー資源を圧倒しているが，最

近の石炭生産・消費の減少は中国の経済成長を妨げ，停滞を引き起こしているのではないかとい

う疑念を生んでいる１₅）．しかし，この疑念については，以下の ３点を指摘しておく必要がある．

　第 １は，１₉₉₀年度から２₀１₅年度までの状況を見ると，エネルギーの総生産量・総消費量や石炭

の生産量・消費量の伸び率は実質 GDPの伸び率を常に下回っていることである（表 ２）．超高度

成長が続いた２₀₀₀～２₀１₀年度の１₀年間においても，実質 GDPは２.₇２倍となったのに対し，エネル

ギーや石炭の生産・消費の伸び率は２.３～２.₅倍にとどまる．したがって，

　　　実質 GDPの伸び率　＞　エネルギー・石炭の生産・消費の伸び率

となることが中国経済では常態となっているので，後者の伸び率が低いから前者も低いはずだと

いう推論は成り立たない．

　第 ２は，２₀₀₆年度以降，GDP １ 単位当たりのエネルギー消費量の抑制が拘束力を持った「約束性」

目標となっていることである．期間２₀₀₆～２₀１₀年の第１１次 ₅ カ年計画（「国民経済・社会発展第１１次

₅ カ年計画綱要」）では ₅年間で２₀％の削減，期間２₀１１～２₀１₅年の第１２次 ₅ カ年計画では同１₆％の

削減，期間２₀１₆～２₀２₀年の第１３次 ₅ カ年計画では同１₅％の削減の各目標が掲げられた（表 ３）．

１₅）　電力消費量と実質 GDP成長率の関係については拙稿（谷口，２₀１₅，２₀１₆）で詳細に論じたので，ここ
では石炭の問題に限定して議論する．

表 ２　各指標の変化（倍率）：１₉₉₀～２₀１₅年度

指標 １₉₉₀－２₀₀₀年度 ２₀₀₀－２₀１₀年度 ２₀１₀－２₀１₅年度
実質 GDP ２.₇₀ ２.₇２ １.４₆

エネルギー
総生産量 １.３３ ２.２₅ １.１₆
総消費量 １.４₉ ２.４₅ １.１₉

石炭
原炭生産量 １.３１ ２.３₅ １.１₀
石炭消費量 １.３４ ２.４₈ １.１₀

電力
生産量 ２.１₈ ３.１₀ １.３４
消費量 ２.１₆ ３.１１ １.３４

（出所）国家統計局編『中国統計摘要２₀１₆』中国統計出版社，２₀１₆年より作成．
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　いま， ₅年間（あるいは ₅年後）の実質 GDP １ 単位当たりのエネルギー消費量の目標削減率を

ｔ％，実質 GDPの年平均目標伸び率をｘ％，エネルギー消費量の年平均目標伸び率をｚ％，初期

時点の実質 GDPをＹ₀， ₅年後の目標実質 GDPをＹ１，初期時点のエネルギー消費量をＥ₀， ₅年

後の目標エネルギー消費量をＥ１とすると，

これを整理すると，

となる．表 ３より，各 ₅カ年計画のエネルギー消費量の年平均目標伸び率ｚ％を求めると，以下

のようになる．

　　　第１１次 ₅ カ年計画は，ｔ＝２₀，ｘ＝₇.₅より，ｚ＝２.₈１，ｚ／ｘ＝₀.３₇

　　　第１２次 ₅ カ年計画は，ｔ＝１₆，ｘ＝₇.₀より，ｚ＝３.３３，ｚ／ｘ＝₀.４₈

　　　第１３次 ₅ カ年計画は，ｔ＝１₅，ｘ＝₆.₅より１₆），ｚ＝３.₀₉，ｚ／ｘ＝₀.４₈１₇）

　この簡単な計算から，２₀１₀年代については，ｚ＝₀.４₈ｘ，つまり，エネルギー消費量の年平均目

E1
Y1 =（100－ t）

100 ×E0
Y0

 Y1=Y0× 1＋ x
100

5
 ｛ （ ）｝

 E1=E0× 1＋ ｚ
100

5

 ｛ （ ）｝

ｚ= 100
0.2

 ｛ ｝（100－ｔ）
×（100＋ｘ）－100

表 ３　 ₅カ年計画におけるエネルギー消費関連目標

₅カ年計画 期間
エネルギー消費量／実質 GDP 実質 GDP成長率
目標 実績 属性 目標 実績 属性

国民経済・社会発展
第１１次 ₅ カ年計画綱要

２₀₀₆～２₀１₀年 ２₀％減 １₉.１％減 約束性
年平均
₇.₅％

１１.２％ 予期性

国民経済・社会発展
第１２次 ₅ カ年計画綱要

２₀１１～２₀１₅年 １₆％減 １₈.２％減 約束性
年平均
₇％

₇.₈％ 予期性

国民経済・社会発展
第１３次 ₅ カ年計画綱要

２₀１₆～２₀２₀年 １₅％減 約束性
年平均
₆.₅％以上

予期性

（出所）各計画に掲載された主要目標より作成．

１₆）　第１３次 ₅ カ年計画ではｘ＝₆.₅以上とされているが，ここでは簡単化のためにｘ＝₆.₅として計算する．
１₇）　ｚおよびｚ／ｘは，小数点第 ３位以下を四捨五入している．
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標伸び率は実質 GDPの年平均目標伸び率の₀.４₈倍となる．たとえば，第１３次 ₅ カ年計画において

は，実質 GDP １ 単位当たりのエネルギー消費量の目標削減率（ｔ）＝１₅％，実質 GDPの年平均

目標伸び率（ｘ）＝₆.₅％とすると，エネルギー消費量の年平均目標伸び率（ｚ）は３.₀₉（＝₀.４₈

ｘ）％となる．中国におけるエネルギー資源の主力は石炭であるから，ここでの含意は，石炭消費

量の伸び率は実質 GDP成長率の半分以下となるべきことが要請されているということである．

　第 ３は，最近のエネルギー資源をめぐる環境変化である．エネルギー資源主力の石炭の生産・

消費が落ち込んでいれば当然，経済も落ち込んでいると考えるのは早計である．より正確に言え

ば，間違いである．

　表 ４により，２₀１₀年度以降について，各エネルギー資源の消費量が前年比でどれだけ増減した

かを見てみよう．２₀１３年度までは，石炭の消費量は前年比で増加しているが，２₀１４年度以降は前

年比で減少している．しかし，石油と天然ガスの消費量は一貫して増加しており，エネルギー総

消費量に占める構成比も上昇傾向にある．つまり，ここ数年，特に２₀１４年度以降は，石炭と石油・

天然ガスとでは全く逆の動きをしているのである．これは，エネルギー総消費量の全体的抑制が

要請されている中で，石炭から石油・天然ガスへの代替が生じていることを意味する．なぜそう

なのか．

　表 ４の参考欄より，２₀１₀年度から２₀１３年度の間に石炭の純輸入量（＝輸入量－輸出量）は２.２倍と

なったが，２₀１４年度以降に減少した．一方，原油と天然ガスの純輸入量は２₀１₀年度以降増加傾向

にある．こうした動向の背景には，エネルギー資源の価格変動がある．

　図 ４は，石炭（豪州産），原油（スポット価格），天然ガス（ロシア産）の価格動向を示したもの

である．石炭価格は，２₀１２年から下落が目立ち，２₀１₅年まで緩やかな下落を示した後，２₀１₆年か

ら反転している．これに対し，原油価格は２₀１４年半ばから急速に下落し，２₀１₆年初には２₀１４年初

表 ４　エネルギー消費量の前年比増減（万トン，標準炭換算）

摘　要 ２₀１₀年度 ２₀１１年度 ２₀１２年度 ２₀１３年度 ２₀１４年度 ２₀１₅年度
エネルギー総消費量 ２４,₅２２ ２₆,３₉₅ １₅,₀₉₅ １４,₇₇₅ ₈,₈₉３ ４,１₉４
　石炭 ₈,₉₀２ ２２,１３₆ ３,₇₆₀ ₅,₅３₅ ▲１,₆₇１ ▲４,１２₉
　石油 ₇,₆２₈ ２,２₇₀ ３,３４₀ ２,₉２₉ ２,₇₉₈ ３,₇４₀
　天然ガス ２,₆₆２ ３,３₇₈ １,４₉₉ ２,₇₉４ ２,１₇₅ １,₀₉₉
　一次電力・その他 ₅,３３₀ ▲１,３₈₉ ₆,４₉₆ ３,₅１₈ ₅,₅₉１ ３,４₈４
（参考）
石炭純輸入量（万トン） １４,４₀₀ ２₀,₇₅４ ２₇,₉１３ ３１,₉₅１ ２₈,₅４₆
原油純輸入量（万トン） ２３,４₆₅ ２₅,１２₆ ２₆,₈₆₀ ２₈,₀１２ ３₀,₇₇₇
天然ガス純輸入量

１２₅ ２₈₀ ３₉２ ４₉₈ ₅₆₅
（億立方メートル）

　（注）純輸入量＝輸入量－輸出量．
（出所）国家統計局「統計数据」；国家統計局編『中国統計摘要２₀１₆』中国統計出版社，２₀１₆年より作成．
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水準の ３割まで下落した．天然ガスは原油価格に少し遅れ，２₀１₅年初から急速に下落し，２₀１₆年

前半には２₀１４年初水準の ４割以下に下落した．この結果，原油の石炭に対する相対価格は２₀１４年

１₀月から，天然ガスの石炭に対する相対価格は２₀１₅年初から大幅に下落することとなった．

　こうしたエネルギー価格の下落や相対価格の変化が，２₀１４年度以降の石炭消費量・輸入量の減

少と石油・天然ガス消費量・輸入量の増加につながったと考えられる．したがって，石炭の生産・

消費・輸入の減少を中国経済の衰退の証しと捉えるのは皮相的，短絡的で事実に反すると言わざ

るをえない．

（ ５）　外資系経営者が実感する成長率は政府公表数値よりも低いという批判

　中国の GDP統計に疑念を持つ人は必ずしも統計・統計学や経済・経済学の専門家ではない．に

もかかわらず疑念を抱く背景には，直感的に，あるいは実感的におかしいという感覚があるので

あろう．中国の経済成長率は政府発表の約 ₇ ％でなく，その半分の ３～ ₅ ％程度であるという回

答は，確かに多国籍企業幹部の実感なのであろう．

　しかし，公式統計よりも実感のほうが信頼できるというのはあまりにも馬鹿げた議論である．

日本では，内閣府主管の「景気ウォッチャー調査」や日銀の「短観」があり，確かに人びとの実

感を取り上げている面があるものの，それは大まかな方向性を探るための基礎資料として利用さ

れるものである．たとえ，ある人の実感する成長率が ３ ％であるとしても，それをそのまま利用

することはありえないし，そもそもどの地域，経済の現場にいるかによって回答はまちまちであ

図 ４　エネルギー価格の動向：２₀１₀年 １ 月～２₀１₆年 ₇ 月

　（注） 石炭は豪州産熱石炭の価格，原油はブレント・WTI・ドバイ産の ３種スポット価格の平均，天然ガスはドイツにお
けるロシア産天然ガス価格．いずれも米ドル・ベース．

（出所）IMF, Indices of Primary Commodity Prices, ２₀₀₆－２₀１₆, ２₀１₆年 ₈ 月より作成．
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ろうから，平均値を出して ３ ％と言ってみても意味がない．なのに，なぜ中国の成長率に関して

は実感が強調されるのか．

　そこには，公式統計は実感とかなりずれていて信用できないという判断があるのであろう．な

らば，実感はどれだけ信用できるのだろうか．筆者は，多国籍企業幹部の回答内容の適切さに強

い疑念を抱いている．というのは，最近の中国経済の成長センターが東部沿海地域から中西部に

移行していることを多国籍企業幹部は認識していたかどうか疑わしいからである．

　表 ₅は，２₀１₀年度から２₀１₅年度までの ₅年間における地区別の実質 GDP，名目 GDP， １人当た

り名目 GDPの変化と３１地区内での順位をまとめたものである．実質 GDPの変化において，上位

１₀地区の地域別内訳は西部 ₈，東部・中部各 １であり，下位１₀地区は東部 ₆，東北 ３，中部 １で，

西部は ₀である．名目 GDPや １人当たり名目 GDPの変化においても，西部・中部の地区が比較的

上位にあり，東部・東北の地区が比較的下位にある．各地区の平均順位は，以下のとおりである．

　　　実質 GDP………………西部（ ₉），中部（１₆），東部（２２），東北（２₆）

　　　名目 GDP………………西部（１１），中部（１₅），東部（２₀），東北（２₅）

　　　 １人当たり名目 GDP…西部（１₀），中部（１４），東北（２２），東部（２２）

　このように，成長の中心は東部から西部・中部に移行しており，東部地域の最近の成長率は中

国全体の成長率を下回っている．２₀１₀年度から２₀１₅年度までの ₅年間における地域別の名目 GDP

の変化を見ると（カッコ内は倍率），以下のとおりである１₈）．

　　　西部（１.₇₉）＞中部（１.₇１）＞全体（１.₆₆）＞東部（１.₆１）＞東北（１.₅₅）

もし，多国籍企業幹部が東部地域に居住していたり，東部地域以外の情報を持っていなかったり，

そして東部地域が今でも成長センターであると信じているならば，中国の成長率は東部地域並み

に低いと考える可能性がある．この結果，

　　　現実　　中国全体の成長率　＞　東部地域の成長率

　　　実感　　中国全体の成長率　＝　東部地域の成長率

となる可能性がある．

　中国国内に長年居住している中国人であれ外国人であれ，統計データを定期的にチェックして

１₈）　国家統計局編『中国統計摘要２₀１₆』中国統計出版社，２₀１₆年より計算．
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地域 地区
実質 GDP 名目 GDP 平均 GDP

倍率 順位 倍率 順位 倍率 順位
天津 １.₇₉２ ３ １.₇₉３ ₉ １.４₇₉ ２₆
福建 １.₆₆３ １２ １.₇₆３ １３ １.₆₉₈ １４
江蘇 １.₅₈₀ ２₀ １.₆₉３ １₈ １.₆₆₅ １₅
海南 １.₅₇１ ２１ １.₇₉４ ₈ １.₇１３ １２

東部
山東 １.₅₆₇ ２２ １.₆₀₈ ２２ １.₅₆１ ２１
広東 １.₅₀３ ２４ １.₅₈２ ２４ １.₅₀₉ ２４
河北 １.₅₀１ ２₅ １.４₆１ ２₈ １.４₀４ ２₉
浙江 １.４₈₀ ２₇ １.₅４₇ ２₆ １.₅₀１ ２₅
北京 １.４３₈ ３₀ １.₆２₇ ２１ １.４３₉ ２₈
上海 １.４３３ ３１ １.４₅４ ３₀ １.３₅₆ ３₀

東北
吉林 １.₅₆₆ ２３ １.₆４₇ ２₀ １.₆４１ １₆
黒竜江 １.４₈₉ ２₆ １.４₅₅ ２₉ １.４₅₇ ２₇
遼寧 １.４₅₅ ２₉ １.₅₅₇ ２₅ １.₅４₇ ２２

中部

安徽 １.₆₆₇ ₉ １.₇₈₀ １１ １.₇２３ １１
湖北 １.₆₆₆ １１ １.₈₅１ ₅ １.₈１₅ ₅
江西 １.₆４₅ １４ １.₇₆₉ １２ １.₇２₈ １₀
湖南 １.₆４４ １₅ １.₈１１ ₆ １.₇３₈ ₉
河南 １.₅₈４ １₉ １.₆₀３ ２３ １.₆₀１ １₉
山西 １.４₆₅ ２₈ １.３₉１ ３１ １.３３２ ３１

西部

重慶 １.₈２₈ １ １.₉₈３ ３ １.₈₉₆ ２
貴州 １.₈₀３ ２ ２.２₈２ １ ２.２₇₅ １
チベット １.₇３₇ ４ ２.₀２３ ２ １.₈₇₉ ３
雲南 １.₆₉２ ₅ １.₈₉₉ ４ １.₈４２ ４
陝西 １.₆₉１ ₆ １.₇₉₅ ₇ １.₇₇₀ ₆
青海 １.₆₆₉ ₇ １.₇₉₀ １₀ １.₇１１ １３
四川 １.₆₆₈ ₈ １.₇₅２ １₅ １.₇３₉ ₈
新疆 １.₆₆₆ １₀ １.₇１₅ １₇ １.₅₉₉ ２₀
甘粛 １.₆₅２ １３ １.₆４₈ １₉ １.₆２４ １₈
広西 １.₆１₆ １₆ １.₇₅₆ １４ １.₇４₀ ₇
内モンゴル １.₆１３ １₇ １.₅４₅ ２₇ １.₅１₉ ２３
寧夏 １.₆₀１ １₈ １.₇２３ １₆ １.₆３１ １₇

　（注）　２₀１₅年度の水準／２₀１₀年度の水準，に基づく順位．
（出所）国家統計局編『中国統計摘要２₀１₆』中国統計出版社，２₀１₆年より作成．

表 ５　２₀１₀～２₀１₅年度の ₅年間における GDPの変化と地区別順位
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分析していることがなければ，経済全体の状況を正確，的確，適切に把握することはできない．

ましてや自分で経済データを詳細に分析する立場にない企業幹部が全体の経済状況を詳細に把握

しているはずがない．

　たとえば，近年， １人当たり名目 GDPのトップ ３に変動があること， １人当たり名目 GDP最

下位の地区に変動があること， １人当たり名目 GDPにおいてトップと最下位の倍率が変動してい

ることなどは，企業幹部にどの程度把握されているのか．地区の順位が変動している状況の下で

は，自分が居住する地区または企業が所在する地区で抱いた実感ははたして全体の動きを適切に

反映するかどうか疑って見るべきだ．

　なお， １人当たり名目 GDPにおいては，上海市が長年３１地区中のトップを維持してきたが，

２₀１１年度に第 ２位，２₀１２年度以降は第 ３位に転落した．２₀１１年度以降は天津市が第 １位となり，

北京市は２₀１１年度の第 ３位を除き，ずっと第 ２位を保っている．また， １人当たり名目 GDPのボ

トム ３は，２₀₀１年度以降，貴州省，甘粛省，雲南省の ３省で固定されてきたが，これら ３地区の

間でも順位に変動がある．２₀１３年度までは貴州省が最下位であったが，２₀１４年度に第３₀位，２₀１₅

年度に第２₉位となり，２₀１４年度からは甘粛省が最下位となっている．さらに， １人当たり名目

GDP最大地区の水準と最小地区の水準を比べると，２₀₀₅年度までは１₀倍以上の差があったものの，

２₀₀₅年度の１₀.２倍から２₀１₀年度の₅.₈倍，２₀１₅年度の４.１倍へと大きく低下している（２₀１４年度には４.₀

倍まで低下）．地区間の格差は依然として大きいものの，かつてのように１₀倍以上の開きがあると

いうのは，「今は昔」の話になっている．

（ ６）　輸出や自動車販売が停滞しているのに成長率が高いのは不自然であるという批判

　産経新聞の２₀１₅年１₀月 ₅ 日の記事が伝えるように，２₀１₅年 ₇ 月・ ₈ 月には ２カ月連続で中国の

輸出（前年同月比）がマイナス，輸入も（２₀１₅年 ₈ 月まで）１₀カ月連続のマイナスであったことは

事実である．しかし，これには続きがある．２₀１₅年 １ 月から２₀１₆年 ₆ 月までの中国の輸出入（米ド

ル）を見ると，輸出（前年同月比）がプラスだったのは ３回（２₀１₅年 ２ 月と ₆ 月，２₀１₆年 ３ 月），マ

イナスは１₅回だったのに対し，輸入（前年同月比）は全期間においてマイナスであった．輸入を中

心に中国の貿易が落ち込んでいることは確かである．

　しかし，以下の事実にも注目すべきである．すなわち，２₀１₅年 １ 月から２₀１₆年 ₆ 月までの全１₈

カ月連続において，世界全体の輸出・輸入（米ドル）は前年同月比マイナスであった．２₀１₅年以降，

主要国では貿易の伸びがマイナス基調となっている（表 ₆）．また，２₀１１年における世界全体の輸

出入総額は前年比１₉.４％増，実質 GDP（産出量１₉））は前年比４.２％増であったが，２₀１₅年の輸出入総

１₉）　IMFの統計では，実質 GDPでなく，産出量（output）という表現が用いられるが，実質的には実質 
GDPと同じ意味で用いられるので，以下でも実質 GDPと表記する．
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額は前年比１２.₆％減，実質 GDPは３.１％増であった．つまり，貿易が落ち込んでいるから成長率も

落ち込んでいるはずだという推論は，世界全体に関しては事実に反するのである．さらに，２₀１₅

年の日本の輸出入総額は前年比１₅.２％減で，中国の₇.₉％減を大幅に上回る落ち込みであったが，

日本の成長率はプラスの₀.₅％（２₀１₆年 ₇ 月の IMF発表も，同年 ₈月の内閣府経済社会総合研究所発

表も同一）であった．

　２₀１₅年以降，中国の経済成長を支えてきた貿易が停滞しているものの，それまでは世界貿易に

占める中国の比重は拡大傾向にあった（図 ₅）．世界輸出に占める中国のシェアは一貫して上昇し，

２₀₀₀年の３.₉％から２₀１₅年の１４.１％へと拡大した．ただし，２₀１₆年上半期のシェアは１３.₅％へと低下

した．世界輸入に占める中国のシェアは，２₀₀₀年の３.４％から２₀１３・２₀１４年の１₀.₅％へと拡大した 

後，２₀１₅年には１₀.２％，２₀１₆年上半期には₉.₉％に低下した．

　世界貿易における中国のシェア拡大の一方で，日本のシェア縮小があった．世界の輸出入総額

に占める中国のシェアは２₀₀₀年の３.₇％から２₀１₅年の１２.１％へと拡大する一方，日本のシェアは

₆.₆％から３.₉％へと縮小した．その結果，主要国・地域の貿易相手国として，日本と比べて中国の

比重がかなり高くなっている（表 ₇）．各国・地域における日本と中国の比重が完全に逆転してい

るのである．日米の予想に反して，中国主導の AIIB（アジアインフラ投資銀行）に加盟申請した国

が₅₇カ国となり，２₀１₇年初にはさらに参加国が増加して，日米主導の ADB（アジア開発銀行）加盟

国の数を超える勢いにあるのは，こうした貿易面・経済面での中国の比重の高まりが背景にある．

　産経新聞の２₀１₅年１₀月 ₅ 日の記事にあるように，中国における新車販売台数は，２₀１₅年の ４ 月

から ₈月まで ₅カ月連続で前年同月比マイナスを記録した．この点からも，国家統計局発表の

₇ ％成長を疑う声がある．しかし，２₀１₅年 ₉ 月以降，新車販売台数は増加に転じ，２₀１₅年は前年

比４.₇％増の２,４₆₀万台となった．この背景には，２₀１₅年１₀月から２₀１₆年末まで導入されることと

なった排気量１₆₀₀cc以下の自動車に対する減税（車輌購置税＝自動車取得税の減税）がある２₀）．新

　（注）Ｑ １～Ｑ ４は，第 １四半期～第 ４四半期．輸出は FOB，輸入は CIFで共に米ドル・ベース．
（出所）IMF, International Financial Statistics, ２₀１₆年 ₈ 月２₅日更新データより作成．

国 ２₀１₀ ２₀１１ ２₀１２ ２₀１３ ２₀１４ ２₀１₅
２₀１₅ ２₀１₆

Ｑ １ Ｑ ２ Ｑ ３ Ｑ ４ Ｑ １ Ｑ ２
世界 ２１.₇ １₉.４ ₀.２ １.₈ １.₀ ▲１２.₆ ▲１１.₉ ▲１２.₈ ▲１３.₇ ▲１１.₉ ▲₈.₅ ▲４.₅
ドイツ １３.２ １₇.₉ ▲₅.₉ ２.₈ ２.２ ▲１２.₀ ▲１４.１ ▲１３.₇ ▲１１.₅ ▲₈.３ ▲１.₅ ３.₅
日本 ２₉.３ １４.₇ ₀.₅ ▲₈.１ ▲２.₉ ▲１₅.２ ▲１４.₈ ▲１₅.₅ ▲１₅.₉ ▲１４.₈ ▲₉.１ ▲３.₇
米国 ２２.₀ １₅.３ ３.₆ ₀.₇ ３.３ ▲₅.４ ▲２.₈ ▲４.₅ ▲₅.₉ ▲₈.１ ▲₆.１ ▲₅.４
中国 ３４.₈ ２２.４ ₆.２ ₇.₆ ３.₅ ▲₇.₉ ▲₆.４ ▲₇.４ ▲₉.₇ ▲₈.₀ ▲１１.３ ▲₅.₆
インド ３₆.₆ ３３.１ ２.₅ ▲₀.₈ ₀.₇ ▲１₅.₉ ▲１３.₉ ▲１３.₈ ▲１₆.₅ ▲１₉.１ ▲１１.₅ ▲１₀.₀

表 ６　輸出入総額の変化（対前年比，対前年同期比）：２₀１₀～２₀１₆年

２₀）　内閣府「今週の指標 No.１１４₀　中国　自動車市場の動向」２₀１₆年 ３ 月２₈日．
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表 ７　各国・地域の輸出入総額に占める日本と中国のシェア
（％）

国・地域 ２₀₀₀年 ２₀１₅年 データ出所

台 湾
１₆.₆
４.₇

日
中

２２.₇
１１.２

中
日
行政院主計総處「国際貿易統計」

韓 国
１₅.₈
₉.４

日
中

２１.３
₇.４

中
日

Bank of Korea, “Economic Statistics System”

米 国
１₀.₅
₅.₈

日
中

１₅.₉
₅.２

中
日

U.S.Department of Commerce, Bureau of Economic Analysis, 
“International Data”

ド イ ツ
３.₅
２.４

日
中

₇.₉
１.₇

中
日

Deutsche Bundesbank, “Statistics: External Sector”

アセアン
１₅.３
４.３

日
中

１₅.２
１₀.₅

中
日

ASEAN, “International Merchandise Trade”

イ ン ド
３.₈
２.₅

日
中

１１.₀
２.３

中
日

Government of India, Ministry of Commerce & Industry, 
“Trade Statistics”

豪 州
１₉.₈
₅.４

日
中

３２.₆
１₆.１

中
日

Australian Government, Department of Foreign Affairs and 
Trade, “Trade Statistical Pivot Tables”

ロ シ ア
４.₅
２.４

中
日

１１.₉
４.₀

中
日

Российской Федерации, ФЕДЕРАЛЬНАЯ СЛУЖБА 
ГОСУДАРСТВЕННОЙ СТАТИСТИКИ, “РОССИЯ В 
ЦИФРАХ”

ブラジル
４.₉
２.１

日
中

１₈.３
２.₇

中
日

Banco Central do Brasil, “Boletim do BC - Relatório anual,” 
and “Economic Indicators”

（出所）各国の統計データより作成．

図 ５　世界貿易に占める中国の比重：２₀₀₀～２₀１₆年

　（注） ２₀１₆年は２₀１₆年第 ２ 四半期のデータ．輸出は FOB，輸入は CIFで共に
米ドル・ベース．

（出所） IMF, International Financial Statistics, ２₀１₆年 ₈ 月２₅日更新データよ
り作成．
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車販売は２₀１₆年に入ってからも順調で，２₀１₆年 １ ～ ₇ 月の累計新車販売台数は前年同期比₉.₈４％増

の１,４₆₈万台となっている２１）．

　このように，貿易の縮小や自動車販売の一時的停滞を根拠として，中国の公表成長率や GDP統

計が信頼できないとする議論は，様々な側面を十分に検討したものとは言えず，非常に表面的，

非論理的である．最近の中国の輸出入の停滞にしても，中国経済崩壊の兆候と見なすことはでき

ない．たとえば，IMFの研究（Kang and Liao, ２₀１₆）では，中国の輸入減少の要因として，以下

の点を指摘している．

　・世界金融危機以来の国内需要喚起策の緩和による成長減速

　・投資・工業から消費・サービスへのリバランシングに伴う輸入需要の構成変化

　　（実証分析では，投資減速が輸入減速の４₀～₅₀％を説明）

　・人民元高による輸出競争力低下に直面し，輸入を国内生産に転換する輸入代替

　　（実証分析では，人民元高等による輸出減速が輸入減速の４₀％を説明）

（ ７）　GDP統計よりも「克強指数」のほうが信頼できるという批判

　最後に，GDP統計よりも「電力消費量，鉄道貨物輸送量，銀行融資」の ３指標のほうが信頼で

きると述べた李克強氏の主張を取り上げる．この李氏の主張を真に受けて，３指標を合成して「克

強指数」を作成し，その変化をもって中国の実態だと主張する議論を取り上げる．

　克強指数を作成しようがしまいが，それは各人の自由であり，問題はない．しかし，問題なの

は，この ３つの指標が全体の動向をより正確に示すという「仮説」である．この仮説は，そもそ

もの出発点から論理破綻している．

　第 １に，この ３指標が，どのデータよりも正確なデータであることが証明されていない．

　第 ２に，多数の指標の中からなぜこの ３指標が選ばれたのかの説明がない．なぜ，他の指標を

押しのけてこの ３指標がマクロ経済の実態を正確に示すベストの指標であるかの論理的，実証的

な説明がない．李克強氏の発言だけが唯一の頼りであるという情けないものである．

　第 ３に，世界中の国・地域の中で，このようなわずかな指標だけでマクロ経済の実態把握を行っ

ている国はどこにもない．なぜ，中国では ３指標によるマクロ経済の把握が可能なのか．克強指

数がそれほど的確，適切な指標であると信じるならば，日米欧，韓国やインドについても作成し，

比較してみてはどうか．

　第 ４に，これら ３指標の集計データだけが取り上げられ，地域差への配慮や言及がほとんどな

い．都市部と農村部，あるいは地区間で大きな格差や資源賦存状況の違いが存在する中国におい

て， ３つの集計データだけで全体を把握しようという試みは無謀そのものである２２）．

２１）　新車販売台数に関するデータは，中国汽車工業協会「統計専区」資料による．
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　しかし，中国の GDP統計を過激な表現を使って批判する議論は，こうした常識的見方を受け付

けようとしない．それは，中国の GDP統計批判の裏には，中国経済をより正確に把握しようとい

う意図が最初からなく，中国経済のマイナス面をとにかく引き出し，中国を批判することに目的

があるからである．国内外の有力メディアや機関が克強指数を作成，使用しているから信頼でき

るというのは，何の当てにもならない２３）．

　私はすでに別のところ（谷口，２₀１₅ａ，２₀１₅ｂ）で，鉄道貨物輸送量や電力消費量の動向を見る

場合には，地域差や国の政策目標を含め様々な側面に注目すべきことを論じたので，以下では，３

番目の銀行融資の指標を取り上げる．

　証券市場ないし直接金融の発達が遅れている経済では，銀行融資が重要な役割を果たすことは

否定できない．ただし，銀行融資の動向がマクロ経済の動向と表裏一体の関係にあり，両者が比

例的に動くかどうかは全く別の問題であり，単なる仮説でしかない．

　図 ₆の（ａ）は，中国における金融機関融資伸び率，名目 GDP伸び率，両者の差を示す．図 ₆

の（ｂ）には，参考として，日本における銀行貸出金伸び率，名目 GDP伸び率，両者の差を示し

た．これらから，以下の点が浮かび上がる（実質 GDP伸び率は図には掲載していない）．

　第 １に，金融機関融資伸び率の変動幅（₆.₀～３１.₇％）は，名目 GDPの変動幅（₆.３～２３.１％）や

実質 GDPの変動幅（₆.₉～１４.２％）より大きい．また，２₀₀₀～２₀１₅年度における金融機関融資の年

平均伸び率は１₉.１％で，名目 GDPの年平均伸び率の１４.₇％を上回る．日本の場合にも，貸出金伸

び率の変動幅（３.₉％～マイナス₅.２％）は，名目 GDPの変動幅（２.２～マイナス４.₆％）や実質 GDP

の変動幅（３.₅～マイナス３.₇％）より大きい．また，２₀₀₀～２₀１₅年度における貸出金の年平均伸び率

はマイナス１.４％で，名目 GDPの年平均伸び率のマイナス２.₀％を上回る（ただし，実質 GDPの

₀.₆％より下回る）．

　第 ２に，金融機関融資伸び率と名目 GDP伸び率の間，金融機関融資伸び率と実質 GDP伸び率

の間には，ほとんど相関がない（相関係数は₀.₀₅４₈と₀.１₅₈２）．日本の場合にも，貸出金伸び率と名

目 GDP成長率の間には，ほとんど相関がなく（相関係数₀.₀₈４₅），貸出金伸び率と実質 GDP成長

率の間には，弱い負の相関すら存在する（同－₀.３₀１１）．

　第 ３に，金融機関融資伸び率が名目 GDP伸び率を２２.₅％ポイント上回った年度もあれば， ₆～

₇ ％ポイント下回った年度もある．日本の場合はこれより変動幅は小さいが，貸出金伸び率が名

目 GDP伸び率を₈.₅％ポイント上回った年度もあれば，４.₇％ポイント下回った年度もある．名目

GDP伸び率を実質 GDP伸び率に置き換えても，似たような結果が得られる２４）．

２２）　格差問題については，拙稿（谷口，２₀₀₇，２₀１４c，２₀１４e）で検討を行った．
２３）　克強指数を作成した例として，英国の Economist誌，日本の日本経済研究センターなどがある．
２４）　金融機関融資伸び率と実質 GDP伸び率の差は２２.３～マイナス２.₅％ポイント，貸出金伸び率と実質

GDP伸び率の差は₇.₆～マイナス₆.３％ポイントであった．
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図 ６　日本と中国における銀行融資と名目 GDPの動向

　（注） 中国の金融機関には，中国人民銀行，銀行業預金受入金融機関，銀行業預金不受入金融機
関が含まれる．また，金融機関融資は人民元貸款の総額（各項貸款）であり，国内融資と
海外融資の両方を含む．日本の貸出金は，国内銀行，海外銀行在日支店，信用金庫，その
他金融機関の貸出金（末残，銀行勘定）の合計額．

（出所） 中国人民銀行「統計数据」；国家統計局「国家統計局関于改革研発支出核算方法修訂国内生
産総値核算数据的公告」２₀１₆年 ₇ 月 ₅ 日；日本銀行「時系列統計データ／預金・貸出関連
統計（DL）」；内閣府経済社会総合研究所「２₀１₆年 ４ － ₆ 月期　 １次速報値」より作成．
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　以上の要約が示すように，銀行融資の動向を見れば成長率の動向を正確に見ることができると

は結論できないし，もし銀行融資の伸び率が実際の成長率を表すと仮定すれば，中国の成長率は

公表数値を上回ることとなり，数値の水増し（過大表示）どころか，過小表示となってしまうので

ある．

　さらに，社会融資規模（フロー）における銀行融資の比重が低下し，非銀行融資の比重が拡大し

てきたことも考慮する必要がある．社会融資規模とは，「国内の非金融企業と家計が一定期間内に

金融システムから獲得した資金」のことであり，人民元貸款（人民元貸付），外貨貸款（外貨貸付），

委託貸款（委託貸付）２₅），信託貸款（信託貸付）などから構成される．委託貸款や信託貸款は，通常

の銀行業務を迂回したルートによる融資であり，いわゆるシャドーバンキング２₆）の代表例とされ

る．

　フロー・ベースの社会融資規模は，２₀₀２年の ２兆１１２億元から２₀１３年の１₇兆３,１₆₈億元まで増加し

た後に減少し，２₀１₅年には１₅兆２,₉３₆億元となった２₇）．社会融資規模における人民元貸款の割合は，

２₀₀２年の₉１.₉％から２₀１３年の₅１.３％まで下落した後に上昇し，２₀１₅年は₇３.₇％となった．また，人

民元貸款・外貨貸款の割合は，２₀₀２年の₉₅.₅％から２₀１３年の₅４.₇％まで下落した後に上昇し，２₀１₅

年は₆₉.₅％となった２₈）．

　なお，ストック・ベースの社会融資規模は，２₀１₅年末時点で１３₈.１４兆元，うち人民元貸款は

₉２.₇₅兆元（構成比は₆₇.１％），外貨貸款３.₀２兆元（２.２％），委託貸款１₀.₉３兆元（₇.₉％），信託貸款

₅.３₉兆元（３.₉％），非割引銀行為替手形₅.₈₅兆元（４.２％），事業債１４.₆３兆元（１₀.₆％），非金融企業

国内株式融資４.₅３兆元（３.３％）であった．

　このように，社会融資規模において通常の銀行融資以外の比重がフロー・ベースで時には半分

近くまで拡大したこと，ストック・ベースでは最近でも ３割前後を占めること（２₀１₆年 ₇ 月末にお

ける人民元貸款の構成比は₆₇.₉％，人民元貸款・外貨貸款計では₆₉.₇％）を考慮すると，通常の銀行融

資だけでは金融活動の把握は十分ではないのである．

２₅）　委託貸款とは，「企業・事業体や個人等の委託人が提供する資金を，委託人が確定した貸付対象・用途・
金額・期限・利率等に基づき，金融機関（貸付人または受託人）が貸付・監督を代行し，資金回収協力
を行うという貸付」（http://tianjin.pbc.gov.cn/fzhtianjin/１１３₉₀₆/２₆₅１１₅/index.html），つまり，委託貸款
とは銀行を仲介とした企業間の貸付のことである．

２₆）　FSB（Financial Stability Board，金融安定理事会）の定義によると，シャドーバンキングとは，「正
規の銀行システム外の事業体と活動を伴った信用仲介」（Financial Stability Board, Shadow Banking: 
Strengthening Oversight and Regulation, Oct. ２₀１１, p.１）のことである．中国のシャドーバンキング問
題については，谷口（２₀１４ｂ）で検討した．

２₇）　ここでの数値は，中国人民銀行のウェブサイト上に掲載される「統計数据」に基づく．
２₈）　社会融資規模はフロー・ベースで発表されるため，項目によってはマイナスとなることもある．２₀１₅
年には外貨貸款がマイナスであったため，人民元貸款・外貨貸款の割合は人民元貸款だけの割合よりも
低くなった．
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４ ．お わ り に

　中国の GDP統計には，改善すべき点が多いことは事実である．たとえば，『中国統計年鑑２₀１₅』

には，名目 GDPに関して ３つの数値が掲載されている．２₀１４年度については，生産ベースの名目

GDPが₆３兆₆,１３₉億元，支出ベースの名目 GDPが₆４兆₆₉₇億元，収入ベースの名目 GDP（地区総

生産の合計）が₆₈兆４,３４₉兆元である．これは三面等価の原則に従って作成されていないことを意

味する．

　また， １人当たり平均名目 GDPは ４万₆,₆２₉元であり，名目 GDPの₆３兆₆,１３₉億元を １ 人当た

り平均で割ると，総人口は１３億₆,４２₆万人となる．これが年末人口１３億₆,₇₈２万人とは異なることは

当然としても，地区の総生産，地区の １人当たり総生産から割り出される地区の人口と同様に，

この人口データは掲載されていない．この計算に用いられる地区人口には，２₀₀４年以前は平均常

住人口，２₀₀₅年から年中常住人口が採用されたが（谷口，２₀₀₇），現在はどの人口データが用いら

れているかは不明である．

　このような類の問題点は，問題意識を持って統計データに取り組まないとなかなか発見できな

い．以前に存在した年度または時系列のデータが，ある年度を境に（説明なしに）掲載されなくな

ることもまれではない．こうしたことが，中国の GDP統計批判と結びついている可能性もある．

　しかし，本稿で検討したように，中国の GDP統計批判には表面的，一面的，非論理的で，統計

データを精査していないものが多い．一方では，中国の統計データは信用できないと言いながら，

他方では中国の統計データを使ってあらゆる角度から中国をたたくという議論も横行している．

本稿では，こうした俗論・俗説を取り上げ，「中国の GDP統計に対する批判は適切とは言えない」

ことを詳細に論じた．もちろん，この結論は，「中国の GDP統計は適切である」ことを証明する

ものでも主張するものでもない２₉）．
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